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政府支出の効率性評価

浅子  和美*

  近年，公共事業を中心に「公的部門の支出に無駄があるのでは」との疑問が投げかけら

れるケースが増えている。政府部門の経済活動に非効率性があるのは，従来からも折りに

ふれ指摘されてきたところであるが，実際にその程度がどれくらいかといった計測を試み

た例は少ない。本稿では，社会資本に生産力効果があるケースを前提に，資源配分上の非

効率性が生じる可能性として2つの問題を考察する。その1は，都道府県間を超えて社会

資本の限界生産力が均等化しないことにより生じる非効率性であり，その2は，生産面に

おける社会資本の貢献部分を他の生産要素である労働と民間資本が分け合う配分法によっ

て違ってくる非効率性である。前者の非効率性は社会的な厚生損失で評価するが，浅子他

（1994）の計測ではその程度が年々GDPの数パーセント規模になる。後者の非効率性は

均斉的成長径路における1人当たりの消費量の大小で評価するが，理論的には，生産要素

としての労働の報酬である賃金所得や民間資本の報酬である利潤に適切に課税することに

よって，所得分配の状態にかかわらず消費量の減少分は回避できることが示される。ただ

し，最適な税制のデザインは所得分配に依存する。以上の理論・実証面での考察を踏まえ

て，最後に，政府支出の効率性を追求する意義を考える。

Ⅰ．はじめに

  近年，新聞やテレビを代表としたマスメディ

アを通して，例えば3ルート併存の本四架橋や

伝統的なダム建設，諌早湾の干拓事業や苫小牧

東部開発(苫東会社)，さらには整備新幹線や

地方公共団体の美術館やコンサートホール，

等々と「公的部門の支出に無駄があるのでは」

との疑問が投げかけられるケースが増えている。

支出額に比して，その成果の程が国民に分かり

にくいとの糾弾の意味が込められており，橋本

龍太郎前首相が進めた財政構造改革や経済構造

改革の流れの中でも，規制緩和を通じて公共

サービスの効率性向上を図る目的で，公費のば
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ら撒き防止の徹底や場合によっては見切りを付

ける「時のアセスメント」の活用，民間部門の

活力を導入するPFIの推進，国や地方政府のバ

ランスシートの作成といった提案に結びついて

きている。

  政府部門の経済活動に非効率性があるのは，

従来からも学界や政府の審議会などでも議論さ

れているところであり，事業のコストベネ

フィット分析の徹底やそもそもの評価法の検討

の必要性等も叫ばれ，最近では道路投資評価研

究会・中村英夫編（1997）や社会資本整備研究

会・森地茂・屋井鉄雄共編（1999）で『道路投

資の社会経済評価』や『社会資本の未来』と

いった観点からの成果も公刊されている。しか

しながら，従来からいろいろと指摘はなされる

ものの，それが実効性を伴なう形で実施に移さ

れるのはまれなことであるとの評価が優勢で，

結局は何も進展が見られないままに終わるとの

シナリオが出来上がっている感もある。公共事

業をはじめとして，海外援助事業や地方公共団

体の公営ギャンブル事業でさえある種の既得権

益をめぐるパイの取り合いがあり，それが政府

支出の効率性を低める方向に働いているとの指

摘もなされるところである。

  本稿では，以上を踏まえた上で，政府支出が

適切な資源配分原理に従わないことによりどの

くらいの非効率を生じているかを考察する。す

なわち，一般論として公共部門の役割と資源配

分の効率性を論じた第Ⅱ節を受けて，第Ⅲ節で

は公共投資の厚生損失の計測について，理論的

基礎とその実際例を紹介する。ここでの例で

は，公共投資政策に厚生損失が生じるのは都道

府県を超えて社会資本が適切に配分されないた

めであるが，浅子他（1994）の計測ではその程

度が年々GDPの数パーセント規模になる。第

Ⅳ節では，同じく社会資本に生産力効果がある

ケースを前提として，所得分配のあり方によっ

て1人当たりの消費規模が異なることになる

が，所得分布に依存した適当な税制をデザイン

することによって資源配分上のロスは消失する

ことを示す。第Ⅴ節は結論部分である。

Ⅱ.公共部門の役割

Ⅱ－１．財政の3つの機能

  日本経済は，企業や家計といった民間部門の

経済活動と公共（政府）部門の経済活動が複雑

に絡み合った混合経済（mixed economy）であ

る。ただし政府部門といっても，目的によって

さまざまなレベルで議論される。ここではもっ

ぱら中央政府や地方政府を念頭に置く。

  政府の経済活動は，民間部門だけでは充足す

ることができないか，その資源配分を民間部門

に委ねるのが不適切で「市場の失敗」に陥りや

すい公共的な需要を充足する役割を担う。政府

がそうした役割を果たすためには資金を調達し

なければならず，それは主として税金という形

で家計や企業から徴収される。税収で賄いきれ

ない財政赤字部分は，新規の公債発行で調達さ

れる。徴収された資金は，政府がその役割を果

たすことによって，再び国民経済のなかに還流

される。

  このように，政府の活動を賄う財源を国民経

済のなかから調達し，それをまた国民経済へ還

元していくのが財政（public finance）である。

また，それを具体的にどのように実行するかを

決めるのが財政政策（fiscal policy）の問題とな

る。当然ながら，財政政策には政府の意図が反

映される。何が財政政策の具体的な目標となる

かは，そもそもの財政の果たすべき役割（すな

わち財政の機能）に依存する。通常，財政には

3つの機能があるといわれる。これらは，



政府支出の効率性評価

- 3 -

Ⅱ－２．政府支出の効率性

  ①資源配分機能

  ②所得再分配機能

  ③マクロ経済の安定化機能

である。

  国民経済が生み出す資源のうち，財政がどれ

だけの部分を公共部門に吸い上げ，これをどの

ように公共的な目的に配分して使用するか，が

①の資源配分機能である。自由競争では過小に

しか供給されないといった市場の失敗が起こる

財・サービスには，政府部門の介入が必要とな

る。立法・行政・司法の三権をはじめとして，

警察，消防，上下水道，廃棄物処理などいわゆ

る公共財と呼ばれる財・サービスが相当する。

鉄道，電力，郵便，電話など当初は公共部門の

供給に委ねられていたものが，経済発展の段階

によって（一部とはいえ）民間部門の供給に委

ねられるものもある。生産基盤の社会資本にあ

てはまる例が多い。また，発展途上国や明治時

代の日本にもみられたように，資本主義経済で

も炭鉱や鉄鋼業など時代時代において国の中心

となる基幹産業が国有化されている例もある。

あるいは，初等教育や医療・保健のように，基

本的なサービスは公共部門が保障し，それ以上

のサービスは民間部門に委ねている場合もある。

政府部門の資源配分機能も，時代によって異な

るといえよう。

  次に，①の資源配分機能にみられるような本

来の財政がもつ資金循環過程で，意図的な所得

の再分配が行われるようになったのが，②の所

得再分配機能である。分権的な資本主義経済で

は，各人の能力が一様でないために，自由な経

済活動の結果として所得や資産の分布が不平等

化する傾向がある。そのため，社会的公平の観

点から，累進所得税，相続税，贈与税などに

よって調整したり，社会保障や公的年金の制度

等によって異なる世代間の所得移転を行った

り，あるいは収入の多い経済主体から収入の少

ない経済主体への直接的な所得移転を行うこと

が望まれるのである。

  財政の①，②の機能は，どちらかといえばミ

クロ・個別的な視点に立っている。これに対し

て，③のマクロ経済の安定化機能は文字通りマ

クロの視点に立っている。マクロ経済には，経

験的にGDP，雇用，消費，投資，といった経済

変数がほぼ同時に変動を繰り返す景気循環が観

察されてきた。この循環変動を安定化させるた

めに，財政の介入が考えられるようになった。

とくに景気後退が長引き，利潤の低迷や非自発

的失業の長期化が問題になるにつれて，減税や

財政支出増による有効需要の創出が期待される

ようになったのである。具体的には，1930年代

の世界的大不況からの脱出策として，ケインズ

が『一般理論』のなかでそれまでの均衡財政主

義から決別した赤字財政による有効需要の創出

を唱え，アメリカのニューディール政策がそれ

を実践して景気回復に成功したことが，財政の

景気安定化機能が注目される契機となった。第

2次大戦後には，先進資本主義国はこぞってこ

のような景気安定化政策をとり入れ，日本でも

高度成長期，二度にわたる石油ショック期，

1980年代後半の円高不況期，1990年代のバブル

崩壊後の不況期を通じて，基本的には景気後退

期にはケインズ政策が発動されてきた。

  政府の経済活動として3つの機能があるとし

て，それぞれが実際にうまく機能しているか否

かを評価する必要がある。この点については，

経済学の理論的研究という意味では①資源配分

機能についてもっとも厚みのある研究の蓄積が

あり，次いで③マクロ経済の安定化機能，②所

得再分配機能の順に研究成果の蓄積があると思

われる。一方，現実の経済とのフィードバック

を含めた実証研究という意味では，順番は逆

に，②所得再分配機能ないし③マクロ経済の安

定化機能についての研究成果の蓄積が先行し，

①資源配分機能についてはせいぜい散発的な研

究がなされてきたに過ぎない。

  例えば，政府支出が有効需要の一部を構成

し，その増減がマクロ安定化政策の強力な政策

手段となっていることは周知の事実であり，日
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本においてもそうした需要面での政策効果につ

いては少なからぬ実証研究が蓄積されてきた。

しかしながら，政府支出のうちの投資的支出が

社会資本となり，やがて民間経済活動の供給

（生産）面に影響を及ぼすといった資源配分機

能については，近年にいたるまで最小限の注意

が注がれてきたに過ぎなかった。このことは，

政府による社会資本関連のデータ整備の立ち遅

れにも端的に表れており，そのために実証研究

も大きく制約を受け，従来はわずかにM e r a

（1975）やAsa k o  an d  Wa ka s u g i（1984）と

いった実証研究が報告されたに過ぎなかった。

しかしながら，近年，米国において生産性伸び

率の鈍化要因の研究が進むにつれて，その一因

としての社会資本の役割がクローズ・アップさ

れ，As ch a u e r（1989）やMu n n e l l（1990 a，

1990b）といった実証研究が報告されるように

なった。その影響もあって，わが国のデータを

用いた研究も近年になって急速に広がりを見

せ，岩本（1990)，浅子・坂本（1993）や三井・

太田編（1995）が続き、その後の実証研究を触

発する役割もした。

  多くの公共投資は，政府ないし公共主体によ

り地域の消費者・生産者に対し，社会共通基盤

のサービスを提供するために行われる。そして

過去の公共投資の結果として，ストックとして

の社会資本が整備される。浅子他（1994）で

は，社会資本ストックに生産力効果があること

を前提にして，それが都道府県レベルで適切に

配分されないでいることによる非効率性を計測

した。

  浅子他（1994）が対象とする社会資本は，大

別すると農業・水産基盤（農地，農業施設，開

拓，林道，漁港等)，産業基盤（道路，港湾，空

港等)，運輸・通信基盤（鉄道の軌道および電

信・電話・郵便等)，および生活基盤（生活用

の市町村道路，公園，教育，病院施設，電気・

ガスサービス，上下水道，および工業用水道）

の4つのカテゴリーに分かれる。これらの社会

資本にほぼ共通していることは，そのサービス

の提供が広い範囲の多くの消費者および生産者

の便益となりながら，他方でそれらの便益の利

用者に対して，便益に対応する公共料金を

チャージすることが大変困難なことである。極

限的な場合においては，すべての利用者はこれ

らの社会資本のサービスを無料で享受すること

ができる。このような公共財は民間部門によっ

て最適に供給されない（市場の失敗)。その場

合には，政府自らが公共部門の投資の最適化の

ために活動する余地がある。

  しかし，民間と同様に政府もまた同じ問題に

直面するのであり，政府によって供給される公

共投資の水準が社会的な水準として最適なもの

であるか否かは一般には保証されない。このた

め現実に行われている公共投資政策が，経済厚

生の観点から社会的に最適なものであるか，あ

るいはそれが非効率なレベルに決定されている

かを計測し，評価することには重要な意味があ

ると考えられる。

  次節では，こうした社会資本を労働と民間資

本に加えた第3の生産要素とした生産関数を推

定し，社会資本と民間資本の限界生産性を計測

する。生産関数としてコブ・ダグラス型などど

の定式化を前提とするかで多少結果が異なる

が，ほぼ共通のインプリケーションとしては，

民間資本の限界生産性と社会資本の限界生産性

は，都道府県によって，あるいは時系列的に一

貫して乖離する可能性があることである。この

乖離が資源配分上の損失をもたらす。実際，次

節においては，現実の公共投資政策と最適政策

との乖離を表す指標を考案し，それを計測する。

実際に厚生損失を計測した結果では，基準的な

ケースでは公共投資政策の厚生損失は際立って

大きなものではないことが示唆される。しかし

ながら，この結果はロバストなものではなく，

一般に社会資本の限界生産性が大きく推定され

ればされるほど厚生損失も大きくなる傾向が認

められる。
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Ⅲ．公共投資の厚生効果―厚生損失の計測

  本節では，社会資本の生産力効果を前提とし

て，実際の公共投資政策と最適政策との乖離を

計測し，それによる厚生評価を行う。厚生評価

についての理論的枠組みは，Tsunek i（1985）

やその成果を基にした浅子他（1994）でサーベ

イされており，ここではそれを公共投資政策に

応用した形で展開する。

  公共投資の経済厚生上の評価を行うにあたっ

ては，最も基本的な方法としては応用一般均衡

分析をあげることができる。このアプローチで

は，生産関数および効用関数について明示的な

関数形を特定化した上で最適解の計算を行い，

厚生水準が政策前と比べて政策発動後にどの程

度変化するかを直接計算することができる。し

かしながら，このアプローチでは生産関数や効

用関数を事前に特定化する必要があり，とくに

効用関数のパラメーターをどのように選択する

かで，厚生上の損失が大きく変わるという欠点

がある。そこでここでは，より伝統的な厚生指

標の1次近似ないし2次近似を計算するアプ

ローチを採用する。これにより，効用関数につ

いて恣意的な仮定を導入せずに，信憑性の高

い厚生損失の近似値を計算することができる。

Ⅲ－１．理論的枠組みと命題

  まず，理論的枠組みを整理する。民間資本や

社会資本を導入することから基本的には動学モ

デルになるが，ここでは簡単化し2期間モデル

とする。この経済には1からＮまでの数の地域

が存在し，各地域は労働Ｅn，民間資本Ｋn，社会

資本Ｇnを生産要素とする生産関数

を持つ。各生産要素の限界生産力は正で逓減す

が成立する。ここでδは資本の減耗率であり，

簡単化のために，民間資本と社会資本で同一と

仮定する。

  さて，この経済における最適資源配分問題

は，

が成り立つ。生産物と今期中に減耗しなかった

資本は，期末において消費されるものと仮定す

る。このため

で表される。ただし，2期間モデルを前提して

おり，ｃh0は現時点での消費，ｃh1は将来時点で

の消費である。

  期首における資源賦存量は一定量Ｗであると

し，消費と各地域の社会資本ならびに民間資本

として使用される。したがって

る。生産物は消費および投資財（民間資本ない

し社会資本の蓄積）として使用できる。労働と

民間資本は民間部門で供給され，社会資本は政

府によって供給される。消費者はＨ人おり，各

自の効用関数は
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に書き換えることができる。

  この最適化問題の一階の条件は，将来財の需

給均衡条件に加えて，p≡1/(1+r)で時間選好

率rを定義するとき，ＫnとＧn(ｎ＝1,...,Ｎ)

が，

で表される。この最適問題の意味するところ

は，現時点で各消費者が享受する効用水準ｕh
*

(ｈ＝1，...，Ｈ)を補償しつつ，経済の生産可

能性を踏まえて最大限追加的に現在財を生産し

ようとするものである。もしも，もともとの経

済が効率的であればこの最適値Фはゼロになる

が，非効率性の下ではФはプラスになる。Ф

の大きさは経済全体の厚生費用の大きさを

示しており，これをTsuneki（1985）や浅子他

（1994）では概念構築上の貢献者の頭文字から

ＡＤＤ厚生指標と呼んでいる。

  上の最適化問題(5)は，支出関数

を満たすことである。つまり，民間資本と社会

資本の純限界生産性（限界生産性から資本減耗

率を控除したもの）は，いずれも時間選好率r

に等しくなければならない。

Ⅱ－２．経済厚生指標の導出

  次に，もしも社会資本が最適に供給されてい

ないとすれば，そのことにより経済厚生の損失

がどの程度になるかを表す尺度を導入する。こ

のような尺度は，生産関数を推定することに

よって，容易に計算可能である。

  最初に，現在の市場均衡の下での指標値Φの

1次近似値を計算しよう。いま，社会資本は(9)

式を満たさず非効率的に供給されているが，消を代入すると，同値の最大・最小問題
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費および民間資本については市場機構が完全に

働き，効率的な解が実現していると仮定する。

すると，市場解はＧn(ｎ＝1,...,Ｎ)を一定値

Ｇn
*に固定して，他の変数ch0，ch1，Ｋnについて

(5)と同じような計画問題を解いていることにな

る。さらに，市場の完全性の仮定から，この解

Фはゼロである。他方この解Фは一定とされた

Ｇ1,...,ＧNの関数とみることができる。そこ

で，Ｇn(ｎ＝1,...,Ｎ)がＧn
*から，微かに変化

した時のФの変化ｄФは包絡線定理の性質を用

いると

となる。(10)式に一階の条件(9)を代入すると，こ

の1次微分の値は，最適解（これを添字0で示

す）の周辺で0になる（ｄФ(0)＝0)。これに対

して，観察される均衡点（これを添字1で示

す）が最適値と乖離しておれば，その点での1

次微分値の評価値は0にならない。実は，浅子

他（1994）で示されているように，ｄФ＞0で

あることは公共投資の変化が局所補償原理を満

たすことと同値である。

  さて，厚生評価指標Фをテーラー展開する

と，

と書くことができることから，(10)の計算値を代

入することによって，最適値と均衡値における

効用の差を近似的に計算できたことになる。

しかしながら，一般に A D D厚生指標値Фが

(Ｇ1,...,ＧN)の凹関数であるためにテーラー

展開による1次近似値は，実際のФの変化分を

過剰評価する可能性が高い。そこで，1次近似

の代わりに2次の項までとる方法が考えられる。

しかし，この方法の場合，より複雑なパラメー

ターの知識が必要となるため，そのパラメー

ターの推定が難しい問題となる。この点を回避

するために，ディワート（Diewert 1976）が提

示した2次近似の補題を用いる。この2次近似

の補題は，簡単にいえば，最適点における関数

の2次近似値が最適点と均衡点における1次近

似値の単純平均とほぼ等しい，というものであ

る。とくに2次関数の場合，正確に等しいこと

が証明されている。

Ⅲ－３．モデルの関数形の特定

  本項では，生産関数の関数形を特定化し，こ

れまでの議論をより具体的に説明する。各地域

の生産関数を，コブ・ダグラス型の収穫一定の

生産関数で表されるものとする。すなわち，対

数形で表すと

となる。ただし，αn +β n +γ n＝1である。

  さて，(12)式の生産関数の下では，労働，民間

資本，社会資本の限界生産性はそれぞれ

となる。

  この時，(11)式の半分で表される均衡値と最適

値の乖離から生じる損失の近似値は，(1０)を用い

て
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と計算される。社会資本の限界生産性について

は(15)を用いれば，最適な地域社会資本量Ｇn(0)

は(９)よりＧn(0)＝γnＹn/(r+δ)と計算できる。

したがって，Ｇn(1)として現実の社会資本Ｇnを

とれば(16)は

と変形される。容易に確認できるように，(17)は

観察されたデータと生産関数のパラメーターの

推計値を基にして直ちに計算することができ

る。

Ⅲ－４．社会資本と民間資本の限界生産性

  浅子他( 1 9 9 4 )の推計作業は，基本的には

｢県内」を1つの経済単位と認識し，必要な

データが完備されない秋田県，大阪府，徳島

県，大分県，および沖縄県の5府県を除く42都

道府県について，それぞれの都道府県別データ

の1975－88年の時系列データを個別に用いた場

合，およびすべての都道府県別の時系列データ

をプールした場合について行っている。生産関

数に1次同次性の計数間制約を課した場合に

は，単純最小2乗法の場合も操作変数法の場合

も推定結果はほとんど変わりがなく，民間資本

の係数βは0.22，社会資本の係数γは約0.10の

値をとっている（この結果，労働の係数αは約

0.68となる)。いずれの場合も係数パラメータ

の有意性は十分高い。都道府県別ダミー変数を

導入する(推定法は単純最小2乗法)と，民間

資本の係数βはほとんど影響を受けないもの

の，社会資本の係数γは0.26まで上昇する。な

お，マクロの時系列データを用いた同種の研究

によれば，この推計値は我が国の場合おおむね

0. 3前後となっている[例えば，A s a k o  a n d

Wakasugi（1984)，岩本（1990)，三井・井上

（1992）を参照]。

  さて，パラメータを特定化すると，直ちに民

間資本の限界生産性（MPK）と社会資本の限界

生産性（MPG）が推定できる。浅子他（1994）

では，β＝0.2242，γ＝0.1123として推計して

いる。これらのパラメータ推定値は，係数間制

約を課した上で全国の都道府県データをプール

して推計した値である。

  都道府県別のクロスセクションで見た場合

に，いくつかの特徴が浮かび上がる。まず第1

は，M P KとM P Gの高低は一概には決められ

ず，都道府県によって社会資本の限界生産性の

方が高い場合もあるし，逆に民間資本の限界生

産性の方が高い場合もある。実際，M P K ＞

MPGとなる都道府県の数を調べると，1975年

度から88年度についていずれの年度についても

23～25都道府県となった。これでは，例えば符

号化検定を行うと，明らかにM P K＝M P Gと

いう帰無仮説は棄却されない。

  第2に，都道府県別の社会資本の限界生産性

の変動具合は明らかに民間資本の限界生産性の

変動具合に比べて小さい。例えば，MPKには

東京都，高知県，鹿児島県などの異常値がある

のに対して，MPGには異常値らしきものは見

当たらない。もっとも，こうした傾向は年度が

新しくなるにつれて，次第に検出されにくく

なってきている。第3に，M P KやM P Gの絶

対水準そのものについてみると，(特に最近時

のデータについて見ると）0.1から0.2の範囲に
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収まるケースが多い。

  都道府県毎の時系列データとして見た場合の

特徴は，第 1に多くの都道府県において，

M P KもM P Gも経時的には減少していること

である。この傾向は民間資本の限界生産性につ

いてより顕著に現れている。第2に，M PKと

MPGの高低によって，各都道府県は3つのパ

ターンのいずれかに分類される。(ⅰ)一貫して

M P K＞M P Gである都道府県，(ⅱ)一貫して

MPK＜MPGである都道府県，そして(ⅲ)MPK

とMPGの間の不等号が年度によって逆転する

都道府県，の3グループである。

  (ⅰ)のグループに入る21都道府県は北海道，東

北，北陸，山陰，九州地方に集中している。こ

れらの地方では社会資本の限界生産性が民間資

本の限界生産性を下回っていることになり，そ

の限りでは社会資本が民間資本に比べて相対的

に“過剰”に蓄積されていることになる。(ⅱ)の

グループに入る16県は関東，東海関西，山陽

地方に集中している。(ⅰ)のグループとは逆であ

るから，これらの地方では民間資本に比べて社

会資本が相対的に“過小”に蓄積されているこ

とになる。(ⅲ)のグループに入るのは，群馬県，

岐阜県，京都府，香川県，福岡県と全国にまた

がる5府県である。

Ⅲ一5.厚生損失の計測

  以上の計測結果の詳細は，生産関数の推定上

の設定によって異なりうる。しかしながら，共

通に得られた結果のインプリケーションとして

は，民間資本の限界生産性と社会資本の限界生

産性は，都道府県によって，あるいは時系列的

に一貫して乖離する可能性があることである。

この乖離は，資源配分上の損失をもたらしてい

る可能性がある。それを計測するのが次の課題

である。

  社会資本の都道府県間のミスマッチから生じ

る厚生損失の指標は(17)で与えられたが，これを

実際に計算するに当たって，まず理論モデルと

現実の対応について若干の一般的コメントをし

ておこう。

  第1に，(17)は2期間モデルで得られた指標で

あり，これを現実と対応させる場合には注意が

必要である。浅子他(1994)では，(17)を1975年

度から88年度までの時系列データとして計算し

ている。すなわち，ここでの1期間は1年間単

位であり，2期間がオーバーラップする状況を

想定する。したがって，(17)で得られる厚生損失

は年々発生するフロー・ベースのそれである。

第2に，(17)は第2期に発生する厚生損失を第1

期の段階で割引現在価値として求めたものであ

るが，実際に計測するのは割引く前の値とする。

これは，本来(17)では時間選好率と民間資本の純

限界生産性（限界生産性から資本減耗率を控除

したもの）が等しいものとしているが，現実に

は両者は必ずしも等しくならない可能性が高い

からである。割引く前の値を考えることによっ

て，分析の自由度を増す狙いがある。

  第3に，分析を簡単化するために，社会資本

と民間資本の減耗率は等しいものと仮定した

が，この仮定がないと(17)は多少複雑になる。第

4に，(17)は厚生損失を絶対額で求めるものであ

るが，実際に計算するのは(17)を当該都道府県の

県内総生産の総和で除した比率とする。

  さて，以上の準備の下で，浅子他（1994）で

は総生産の割合としての厚生損失を2通りの場

合について計算している。LO S S1は，すべて

の都道府県について民間資本の限界生産性を共

通に10％と想定し，したがって(17)でr＋δ＝

0.1としたものである。他方，LOSS2を計算す

るにあたっては，全国共通のパラメータ推計値

β＝0.224を用いて各都道府県の民間資本の限

界生産性(8)を算出した。なお，いずれの場合に

も，(17)のγｎとしては，すべての都道府県で共

通にγ＝0.112とした。この値は，係数間制約

を課し都道府県別ダミー変数を導入しない場合

の最小2乗法推定式で，β＝0.224とペアとな

るγのパラメータ推計値である。

  浅子他（1994）によれば，LOSS2のほうが

LOS S1よりも一貫して大きな値をとっている

が，大きいほうのLOS S 2でも総生産の割合と
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しては3％以下の値を推移している。適切な時

間選好率の下での割引現在価値を計算すれば，

さらにこの割合は減少する。詳しく見ると，時

系列的には， L O S S 1と L O S S 2とでは対照的

なパターンをとっている。すなわち，LOSS1

は1975年度以降80年代前半まで減少傾向を示し

80年代央から上昇基調に転じているのに対し，

LOSS2は1980年代の前半まではほぼ一定の値

をとっており80年代央以降は減少傾向にある。

Ⅲ－６．まとめ

  本節では，公共投資の厚生効果について理論

的に考察し，資源配分上の厚生損失の計測を

行った。厚生損失を考えるに当たっては，社会

資本については最適供給のための条件が満たさ

れていないことを前提にしたが，民間資本につ

いては最適に供給されておりその純限界生産性

は時間選好率に等しいと仮定した。その仮定の

下で，はじめて公共投資の厚生損失の計測が可

能になったわけである。

  ここでの計測結果は，標準的なケースでは

年々の厚生損失の大きさは総生産の数パーセン

トになるというもので，その値自体は公共投資

の資源配分ロスとしては際立って大きなもので

はないことを示唆していよう。しかしながら，

浅子他（1994）によればこの結果は決してロバ

ストなものではなく，コブ・ダグラス型の生産

関数を前提にした場合に社会資本の限界生産性

が高くなればなるほど厚生損失が増大する傾向

にあることが指摘されている。

Ⅳ．公共投資政策と所得分配

  本節では，公共投資政策と所得分布について

考察する。浅子（1999）でも指摘したように，

日本の公共投資政策には伝統的に，①社会資本

整備，②景気・雇用対策の2つの政策目標に加

えて，③都道府県間の県民所得の再配分，と

いった名分があった。この所得再配分目的で公

共投資の配分が行われてきたのが，社会資本の

厚生損失をもたらした原因と主張される場合も

ある。これはある程度的を射ているのは確かで

あるが，ここでは若干違った形で，公共投資政

策と所得分配の問題を検討する。

  すなわち，都道府県別といった地域間の分配

問題ではなく，賃金所得と資本所得（利潤）の

間といった機能的な所得分配の程度が，経済厚

生上の非効率を生み出す可能性について言及

し，次にその解消策を探る。機能的な所得分配

が問題となるのは，無料で使用可能な社会資本

が生産力効果を発揮すると，その貢献部分は他

の生産要素である労働か民間資本が享受するこ

とになり，そこに分配問題が生じることになる

からである。

Ⅳ－１．基本モデルと所得分配

  前節でも考察した雇用・民間資本・社会資本

の3りの生産要素からなるコブ・ダグラス型の

生産関数を前提とする。すなわち，

とする。生産物は消費Ｃと民間資本の蓄積Ｋ
．
，

社会資本の蓄積Ｇ
．
に配分される。ここで変数の

上に付くドットは時間についての全微分を表す。

また，国民所得の3面等価より，所得Ｙは利潤

Пと賃金Ｗに分配される。所得のうち，賃金支

払後の残余が利潤と考えてもよい。

  賃金所得も利潤所得も課税対象であり，それ

ぞれ税率をτWとτπとする。また，それぞれの

所得の源泉に対する貯蓄率をs Wとsπとする。

したがって，消費は
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となる。マクロ経済を描写する(19)と次の2つの

式の3つの式のうち，1つは独立ではない。1

つは，民間資本に対する投資は貯蓄に等しいと

いう関係

である。

Ⅳ－２．均斉的成長と最適課税

  前項のマクロ経済の均斉的成長径路は(24)と(25)

の右辺がゼロとなる状態であり，A s a k o  a n d

Wakasug i（1984）は，各パラメータが一定に保

たれる下ではそれが安定的に達成されることを

示している。均斉的成長下の長期定常状態（ス

ター印で表す）では，1人当たりの消費は
である。なおここでは，民間資本と社会資本の

減耗率はゼロ，政府収入は租税のみであり政府

は消費しない，と仮定している。最後の仮定を

緩めて政府消費を考慮するケース等は，Asako

and Wakasugi（1984）を参照。

  経済の動学面に移ると，まず労働（人口でも

ある）はｎの率で外生的に成長する。したがっ

て，所得に占める利潤のシェアをη

であり，もう１つは政府の予算制約式

とし，さらに小文字で1人当たりの変数を表す

と，(19)－(21)は

と書き改められる。ただし，

となる。この消費水準は，(26)や(27)式のσやτを

通して，所得分配のパラメータであるηに依存

する。しかし，具体的な依存の仕方については

関与するパラメータ次第で非常に複雑になる

［貯蓄率や税率が賃金所得と利潤所得で等しく

なる場合や， s W ＝ 0 ， s π ＝ 1 といった特殊

ケースについての分析としては，A s a k o  a n d

Wakasugi（1984）を参照]。

  いま，(28)の1人当たり消費を最大化する黄金

率（Go lden  ru l e）の状態に注目する。ここで

は，消費最大化は税率の操作によるものとする。

すると，(28)を対数微分することにより，必要条

件として
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が求められる。これを整理すると，結局

が得られる。いま，とりあえずsW≠ sπを仮定

すると，(31)は

を意味し，これを(29)(30)に代入すると

となる。(33)と(32)を連立させると，最終的には

となる。

Ⅴ．おわりに

  本稿では，政府支出が内包する資源配分上の

非効率性の評価を試みた。より具体的には，

もっぱら公共投資政策を例に取り，まず都道府

県レベルでの地域間の配分が適切になされてい

ないことによる経済厚生上の損失の計測を試

み，それが年々国内総生産の数パーセント規模

になっている可能性を指摘した。また，社会資

本の貢献部分の分配をめぐって資源配分上の非

効率性が生じる可能性も指摘し，その解消のた

めの最適税制について言及した。

  経済理論的には，政府支出が抱える本来的な

非効率性は「限界便益と限界費用を等しくさせ

る」といった限界原理の徹底により解消可能で

ある。しかし，市場の失敗の考え方自体が物語

るように，その原理の貫徹を市場メカニズムに

委ねることはできないし，過去に現実に生じた

公害問題のように，市場メカニズムに委ねると

非社会的な帰結にいたる可能性も厳然としてあ

る。かといって，過去の実績が物語るように，

政府の指導に100パーセント委ねることもでき

ない。ケインズが拠り所とした政府部門の全知

全能性にかかわる「ハーベイロードの前提」

は，およそ現実とはかけ離れたものであるのも

確かだからである。現実的なのは，経済理論や

「ハーベイロードの前提」の考え方を取り入れ

て中長期的な方向性を設定し，そこにいたる過

  さらに， (26)(27)の定義に戻ると， (34)(35)からは2

元連立方程式を解いて，最適税率として

が求まる。これらは，所得分配のパラメータη

の関数となっている。ただし，その関数関係は

非線形で複雑であり，一般的な特性を導出する

のは簡単ではない。

  しかし，理論的に明解な命題として，最適税

率(36)(37)の下では，(28)の最適な消費は

となり，所得分配のパラメータηからは独立に

なる。すなわち，どのような所得分配のパター

ンにあったとしても，それぞれの税率を選ぶこ

とによって，資源配分の効率性を実現すること

ができるのである。
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渡的なプロセスでは，市場メカニズムによる調

整に委ねるといった折衷的なアプローチであろ

う。

  たとえば，政府支出は財政赤字につながるこ

とから，あらゆる政府支出は削減すべきといっ

た主張に対しては，最適な政府支出の規模を限

界原理で示すことが説得的であろう。公共投資

による景気対策にしても，短期の有効需要創出

効果ばかりではなく，それが社会資本の蓄積と

なって生産力効果なり生活基盤の改善効果を発

揮することを適切に考慮する必要がある。最

近，国や地方公共団体のバランスシートを作成

する動きがあるが，この際理論的には，将来に

わたって社会資本が生み出すサービスを資本化

した額を資産として評価する必要がある。しか

し，実際には，一旦投下された公共投資はまさ

に埋没費用（sunk cost）として負債側には追加

されるが，資産側では評価されない。流動性が

なく容易に貨幣化できないことが理由らしい

が，それならば公債発行による社会資本投資は

実質的に「社会資本の証券化」の面があり，流

動性を高めていることを想起すべきである。

  公共投資政策に限っても，偏見のない公平の

視点からの効率性評価の蓄積は未だ初期的段階

である。ましてや，他の分野での政府支出の効

率性評価は，新聞やテレビといったマスメディ

アの報道を通じるナイーブなものが多い段階に

とどまっている。非効率性があるのは否定しが

たいとしても，その程度が問題である。その公

共サービスが提供する本来のプラスの役割と比

べて，どのくらいの水準の非効率に相当するの

かといった数量的な研究の蓄積が望まれる。
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